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論題

「財務情報 と非財務情報の 分析 一 統合報告 を見 つ め て 一 」

解　題

座長 坂上 学 （法政大学）

　近年、統合報告 （Integrated　Reporing）と

い う言葉を耳にする機会が増えて い る と思 う。

ひ とこ とで言えば，情報の 利用者が より確かな

意志決定が で きるように，財務情報だけで な く

非財務情報も統合した情報を提供すべ きで ある

とい う理念の もとに進められて い る報告形態で

あり，具体的には財務報告に加え， 外部環境に

つ い て の 認識 企業の ヒ ス トリー，成長戦略の

展望，将来の見通し，価値創造プ ロ セス，ガ バ

ナ ン ス 情報，環境へ の 影響などの 情報を
一

貫 し

た形で 報告するこ とを目指した もの で ある。

　こ の 「統合報告」とい う言葉自体は，国際統

合報告 評議 会が 2011年 9 月に公表 したデ ィ ス

カ ッ シ ョ ン ペ ーパ ー
（HRC 　2011）にお い て用い

られたこ とによ り定着したもの で あるが，同様

の コ ン セ プ トは実はかな り以前よ り存在して い

た 。 少なくとも1993年にア メ リカ公認会計士協

会が公表した，い わ ゆる 『ジ ェ ンキンズ報告書』

（AICPA 　1993）に さかの ぼ る こ とが で きる D
。

こ の ジ ェ ン キ ン ズ 報告 書 は，そ の 後 EBR

（Enhanced 　Business　Reporting）プ ロ ジ ェ ク ト

として引き継が れ 今日に至 っ て い るが，こ の よ

うな統合報告に向けた動向には い くつ かの 派生

が存在して い る 。 知的資本情報の 開示とい う側

面か ら統合報告 を推 進して きたの がWICI プロ

ジ ェ ク トで あり， 社会環境 情報の 開示 とい う側

面か ら統合報告を推進して きた の が GRIに よる

サス テナ ビリテ ィ報告書の 動向である 。 こ れら

の 動 きが，文字 どお り 「統合」し，前述 した

IIRCの 「統合報告書」 とい う形になっ て注 目さ

れ る ように なっ たと捉える こ とは，それ ほ ど悪

い 見立てで はない ない だろう。

　 とこ ろで ， わが国における有価証券報告書 を

見てみ る と，統合報告の 内容 につ い て，か なり

の部分 を既に カバ ー
して い るこ とに気が つ く。

経済産業研究所 から公表されて い るデ ィ ス カ ッ

シ ョ ン ペ
ーパ ー

「企業情報開示シス テ ム の 最適

設計
一

第2編 日本企業の持続的成長可能性と

非財務情報 開示の あ り方」 （RIETI 　2011）で は，

有価 証券報告書で は，財務情報以外 の 非財務

情報 とし て は，知的資本情報 とサス テ ナ ビ リ

テ ィ情報 （概ね社会環境情報に相当する）を除

い て，リス ク情報やガバ ナン ス 情報 経営者 に

よる討論と分析 （MD ＆A ）等に つ い て は既 に

統一的なフ ォ
ー

マ ッ トで開示 されてお り，社会

環境情報 に つ い て は環境報告 書や CSR報告書

などで 既 に公表され て い る こ とを鑑 みると，残

された領域はもはや知的資本 に関する報告のみ

である と言える。

　既 に ある報告書 に知的資本報告書 を加 えれ

ば，それは 「統合報告書」と同等以上の情報を

得 られる状況にある とい えるこ とは分か っ たが，
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それで もなお，統合報告 とい う包括的な形で の

開示にこだわ ることの 意味は何であろうか 。 サ

ス テナ ビリテ ィ情報 の 開示や知的資本情報 の 開

示に つ い て，それぞれが単体で 意味を持 つ とい

う立場をとる もの は，興味深 い こ とに存在して

い ない 。 い ずれ も財務情報を中心とする他の 情

報 との統合 を指向して い るので ある 。 知的資本

報告書やサス テナビ リテ ィ報告書など，それぞ

れが指向する目的は異な っ て い るもの の ，そ の

報告形態は最終的に 「統合報告」に行き着 くと

い う点は何かの 必然性 を感 じさせ る 。 おそ らく

別 々 に報告書を出すこ とで は得 られない何 かが

あるに違 い ない 。 実は，このあた りの 問題を考

え る た め の ヒ ン トは，今回の 統
一

論題の 各報告

に散 りばめられて い る。

　第一報告者で ある小西範幸氏 （青山学 院大

学）による 「統合思考にみる財務報告の あり方」

で は ， 財務情報を中心 に据えESG情報へ と拡張

する とい うアプ ロ ーチとESG 情報 の側か ら財務

情報との統合を図るアプ ロ
ー

チ とに識別し，前

者で は重要性 とリス ク概念が統合の 鍵概念で あ

る こ とを示 すとともに，後者で は財務情報の

KPI化が指向され，それぞれ失われる情報の 範

囲も異な る こ とを示 し て い る 。 統合へ の ア プ

ロ ーチ の 違い に よ っ て 財務報告の あり方自体が

大 きく変わる可能性を示唆して い る 。

　第二 報告者の 水口剛氏 （高崎経済大学）によ

る 「責任 ある投資からみ た非財務情報開示1 で

は，責任ある投資として経済活動の 基盤である

自然資本 ・社会関係資本に対する理解の 高 まり

こ そが，企業価値の 向上 と持続可能性へ の 配慮

が両立する道である とし，もしそれが実現すれ

ば，利潤追 求行動に地球の 持続可能性へ の 配

慮が 自発的に統合されて い くこ とになると主張

して い る 。 なぜ統合報告が指向され る の か，そ

の 原動力となる仮説の
一

つ を提示 したもの とい

える 。
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　 第三 報告者の 芝坂佳子氏 （あず さ監査法人）

に よる 「企業 コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン の 課題解決に

向けた統合報告 の 検討」で は，経営者 の 抱 える

コ ミ ュ ニ ケ
ーシ ョ ン の 課題 として ，こ れ まで さ

まざまな努力が なされ て きた に もか か わ らず，

各企業が持 っ て い る ビジネス ス ト
ー

リ
ーを語る

こ と十分になされて こ なか っ た点 を指摘 して い

る 。 これは統合報告とい う形態をもつ ことに よっ

て この 課題を解決する可能性が あり，統合報告

は新た な コ ミ ュ ニ ケ
ーシ ョ ン ツ

ール として の 意

味が出て くる こ とを主張して い る 。

　 これ らの 主張を まとめ る と，統合報告書に

よっ て財務報告の本質が変わ り，情報を開示す

る経営者側の意識 も変わ り，多様で 複雑 な情報

を求め る情報利用者に対する コ ミ ュ ニ ケーシ ョ

ンが改善することになる，とい うことだ ろうか 。

統合報告が 実現して い な い 現段 階にお い て は，

い ずれ に して も仮説の段 階に す ぎず，今後の さ

らなる検討が必要であろ う。

　とこ ろで 「統合報告書」とい う用語 をあらた

め て 考えて み る と，実に不思議な名称であるこ

とに気が つ く。 そこ には報告書の 持つ 機能や 目

的とい うもの が まっ た く反映され て い な い か ら

である 。 そ れゆ え統合報告をめ ぐっ ては，各論

者がそれぞれ独 自の定義で 議論を進め て しまう

とい う危険性を常には らんで い る 。 確か に今回

の各報告の内容 をよ く吟味して み ると，統合報

告の 概念 は，必ず しも 「統合」されて はい ない
。

この 点を鋭く指摘 して い るのが，柴健次氏 （関

西大学）による 「討論お よび コ メ ン ト」で ある。

氏は統合報告概念の 「統合」に向けた提言をお

こなっ て い るが ， 統合報告の研 究者にとっ て多

くの 示唆が得 られ る内容 ともな っ て お り，ぜ ひ

一
読をおすすめする。

（注）

1）　 シ ス テ ム 開発 に お い て ，統合 環境を実 現す るた め
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の 開発 ッ
ー

ル として Jenkinsとい うもの がある 。 対象

も文脈もまっ た く異 な るが．統合を指向するプ ラッ

トフ ォ
ー

ム と して ，奇 し くも同 じJenkinsとい う名前

が 使わ れ て い る とこ ろに，何 か の 因縁 を感 じるの は

筆者だ けで あろ うか 。
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